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平成２２年度東京都中央卸売市場会計決算審査意見書 

 

第１ 審 査 の 概 要 

１ 審査の対象  中央卸売市場 

２ 審査の方法 

この決算審査に当たっては、知事から提出された決算書類が、中央卸売市場事業の経営成績及

び財政状態を適正に表示しているかを検証するため、決算諸表、総勘定元帳その他の帳簿及び証

拠書類の照合等を行うとともに、関係部局から決算についての説明を聴取するなどの方法により

審査を実施した。 

また、本事業の経営状況を把握するため計数の分析を行うとともに、経済性の発揮及び公共性

の確保の観点から事業運営が適切に行われているかを検証した。 

３ 審査の期間  平成２３年６月１日から同年９月５日まで 

 

第２ 審 査 の 結 果 

１ 決算諸表について 

審査に付された決算諸表は、中央卸売市場事業の経営成績及び財政状態を、適正に表示してい

るものと認められる。 

２ 事業運営について 

平成２２年度における市場の取扱数量は、生鮮食料品が２６７万トン、花きが１７億８，７３

６万本であり、前年度と比較すると、生鮮食料品では１５万２，８３１トン、花きでは、１億７

０万本それぞれ減少している。 

売上金額は、生鮮食料品が１兆１，０２６億余円、花きが８９２億余円であり、総売上金額は

１兆１，９１８億余円となり、前年度の総売上金額と比較して２７２億余円増加している。 

収支状況は、総収益２３９億４，３５３万余円に対し、総費用１７８億６，７９１万余円であ

り、差引き６０億７，５６２万余円の純利益となっている。 

財政状況は、資産７，２７７億４，８８０万余円、負債６０４億４，０５３万余円及び資本６，

６７３億８２７万余円となっている。 

経営状況は、営業損失が継続して生じており、市場は、今後とも、より一層効率的な事業運営

に努める必要がある。 
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第３ 経営状況の概要 

１ 市場における取引の概況について 

中央卸売市場の事業は、卸売市場法（昭和４６年法律第３５号）に基づき開設された１１市場

で運営されており、都民の食生活に必要な生鮮食料品等の円滑な流通を確保するため、市場施設

の整備並びに維持管理を行っている。 

平成２２年度における卸売業者の取扱部類別取扱量・売上金額は表１のとおりである。 

取扱量は、生鮮食料品が２６７万トン、花きが１７億８，７３６万本であり、前年度と比較す

ると、生鮮食料品では１５万２，８３１トン（５．４％）減少し、花きでは、１億７０万本（５．

３％）減少している。生鮮食料品の内訳を見ると、水産物は、５６万５，２７７トンで、前年度

と比較すると、１万９，２１６トン（３．３％）減少している。青果物は２０２万９，２７６ト

ンで前年度と比較すると、１３万４３７トン（６．０％）減少している。食肉は、７万９，６４

４トンで前年度と比較すると、３，１７６トン（３．８％）減少している。 

売上金額は、生鮮食料品が１兆１，０２６億余円、花きが８９２億余円であり、総売上金額は

１兆１，９１８億余円となり、前年度の総売上金額と比較して２７２億余円（２．３％）増加し

ている。 

 

（表１）卸売業者の取扱部類別取扱量・売上金額 

平成２２年度 平成２１年度 増（△）減 

取扱量 売上金額  取扱量 

(t) 

売上金額 

(千円) 

取扱量 

(t)

売上金額 

(千円) (t) (%) (千円)  (%)

水 産 物 565,277 464,659,222 584,493 467,079,951 △ 19,216 △3.3 △ 2,420,728 △0.5

青 果 物 2,029,276 540,665,330 2,159,714 512,925,908 △130,437 △6.0 27,739,421 5.4

食   肉 79,644 97,324,522 82,821 96,538,800 △  3,176 △3.8 785,722 0.8

生鮮食料品 

合   計 
2,674,198 1,102,649,075 2,827,029 1,076,544,659 △152,831 △5.4 26,104,415 2.4

花   き 
万本 

178,736 

 

89,229,080 

万本

188,807 88,054,531

万本

△ 10,070

 

△5.3 1,174,548 1.3

総売上金額 － 1,191,878,155 － 1,164,599,191 － －  27,278,964 2.3

（注）花きの取扱量は、切葉・切枝・鉢物・苗木・その他について、切花に換算した本数である。 
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２ 経営成績について 

平成２２年度における中央卸売市場事業の経営成績は、表２（詳細は、別表１比較損益計算

書）のとおり、総収益２３９億４，３５３万余円に対して、総費用１７８億６，７９１万余円で

あり、差引き６０億７，５６２万余円の純利益となっている。 

 

   （表２）経営成績比較表                   （単位：千円、％） 

増（△）減      年 度

 

科 目 

平成２２年度

(A) 

平成２１年度

(B) 金  額 

(C)=(A)-(B) 

率 

(C)/(B)×100 

収
益 

営 業 収 益

営業外収益

特 別 利 益

13,925,412

2,620,862

7,397,264

14,069,618

2,642,614

   2,376,504

△ 144,205

△  21,751

5,020,759

△  1.0

△  0.8

211.3

総 収 益 23,943,539 19,088,737 4,854,801 25.4

費
用 

営 業 費 用

営業外費用

特 別 損 失

15,210,716

573,508

2,083,689

15,489,081

466,046

0

△ 278,364

107,461

2,083,689

△  1.8

23.1

－

総 費 用 17,867,913 15,955,127 1,912,786 12.0

営業損（△）益 △ 1,285,303 △ 1,419,462 134,158 △  9.5

経常損（△）益 762,049 757,104 4,945 0.7

純損（△）益  6,075,625 3,133,609 2,942,015 93.9
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（１）収益について 

収益は、表３のとおり、総収益２３９億４，３５３万余円であり、その内訳は、営業収益１

３９億２，５４１万余円、営業外収益２６億２，０８６万余円、特別利益７３億９，７２６万

余円である。 

 

（表３）収益比較表                      （単位：千円、％） 

平成２２年度 平成２１年度 増（△）減 年 度 

 

科 目 
金  額 

(A) 
構成比

金  額 

(B) 
構成比

金額 

(C)=(A)-(B) 
率 

(C)/(B)×100

総 収 益 23,943,539 100 19,088,737 100 4,854,801 25.4

営 業 収 益 13,925,412 58.2 14,069,618 73.7 △ 144,205 △  1.0

売上高割使用料 3,024,524 12.6 2,944,700 15.4 79,824 2.7

施 設 使 用 料 8,033,920 33.6 8,095,035 42.4 △  61,114 △  0.8 

雑 収 益 2,866,967 12.0 3,029,882 15.9 △ 162,915 △  5.4

営 業 外 収 益 2,620,862 10.9 2,642,614 13.8 △  21,751 △  0.8

受 取 利 息 

及 び 配 当 金 
457,326 1.9 806,682 4.2 △ 349,356 △ 43.3

一般会計補助金 1,863,782 7.8 1,610,292 8.4 253,490 15.7 

雑 収 益 299,754 1.3 225,639 1.2 74,114 32.8

 

特 別 利 益 7,397,264  30.9 2,376,504 12.4 5,020,759 211.3

 特 別 利 益 7,397,264  30.9 2,376,504 12.4 5,020,759 211.3

（注１） 売上高割使用料は、卸売業者等の売上高の一定率を使用料としている。 

（注２）施設使用料は、卸売業者等の使用面積等に単価を乗じて使用料としている。 

 

営業収益は、１３９億２，５４１万余円であり、前年度（１４０億６，９６１万余円）と比

較して、１億４，４２０万余円（１．０％）減少している。これは、売上高割使用料が７，９

８２万余円増加したものの、雑収益が１億６，２９１万余円、施設使用料が６，１１１万余円

減少したことによるものである。 

売上高割使用料を部類別に見ると、表４のとおり、前年度と比較して、水産物は減少してい

るが、青果物、食肉及び花きは増加している。 

施設使用料徴収の対象となる面積及び容積は表５のとおりであり、種類別施設使用料は、表

６のとおりである。 
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（表４）部類別・売上高割使用料比較             （単位：千円、％） 

増（△）減     年 度 

 

部 類 

平成２２年度 

(A) 

平成２１年度 

(B) 金  額 

(C)=(A)-(B) 

率 

(C)/(B)×100 

水 産 物 1,134,451 1,144,249 △  9,798 △  0.9

青 果 物 1,448,627 1,365,310 83,316 6.1

食 肉 199,530 196,258 3,271 1.7

生鮮食料品計 2,782,609 2,705,819 76,790 2.8

花 き 220,449 217,261 3,187 1.5

そ の 他 21,466 21,619 △    153 △  0.7

合 計 3,024,524 2,944,700 79,824 2.7

（注）金額は、卸売業者、仲卸業者の合計である。ただし、その他の欄は、卸売業者、 

仲卸業者及び関連事業者の合計である。 

 

（表５）施設使用料徴収対象面積及び容積 

年 度 

種 類 

平成２２年度

（A） 

平成２１年度

（B） 

増(△)減 

(C)=(A)-(B) 

売場面積（ｍ２） 196,554.9 197,180.6 △  625.7 

事務室及び売店面積（ｍ２） 128,345.5 129,541.9 △1,196.4 

土地面積（ｍ２） 29,566.1 29,958.3 △  392.2 

車両置場面積（ｍ２） 178,153.9 178,269.3 △  115.4 

冷蔵庫容積（ｍ３） 60,336.6 58,768.5 1,568.1 

その他面積（ｍ２） 144,286.5 145,187.8 △  901.3 

（注）面積及び容積は、両年度とも年度末（３月３１日）現在の数値である。 

 

（表６）種類別施設使用料比較               （単位：千円、％） 

増（△）減     年 度 

 

種 類 

平成２２年度

(A) 

平成２１年度 

(B) 金  額 

(C)=(A)-(B) 

率 

(C)/(B)×100 

売 場 使 用 料  1,880,886 1,897,651 △ 16,764 △  0.9

事務所及び売店

使 用 料 
3,043,561 3,065,217 △ 21,655 △  0.7

土 地 使 用 料  241,845 245,275 △  3,429 △  1.4

車両置場使用料 1,078,584 1,086,234 △  7,650 △  0.7

冷凍室・冷蔵庫

使 用 料 
795,243 790,276  4,966 0.6

その他使用料  993,799 1,010,380 △ 16,581 △  1.6

合 計 8,033,920 8,095,035 △ 61,114 △  0.8
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営業外収益は、２６億２，０８６万余円であり、前年度（２６億４，２６１万余円）と比較

して、２，１７５万余円（０．８％）減少している。これは、一般会計補助金が２億５，３４

９万円増加したものの、受取利息及び配当金が３億４，９３５万余円減少したことなどによる

ものである。受取利息及び配当金の減少は、資金の運用利率が、前年度と比較して低下したこ

となどによるものである。 

一般会計補助金は、１８億６，３７８万余円であり、前年度（１６億１，０２９万余円）と

比較して２億５，３４９万円増加している。一般会計補助金の内訳は、表７のとおりであり、

生鮮食料品流通対策費が１億４，２００万余円、業務指導監督等事業費が１億１，１５８万余

円それぞれ増加している。 

特別利益は、淀橋市場の旧松原分場用地を水道局に有償所管換したことにより収入したもの

（５７億５，９７０万余円）、交通局に築地市場（大江戸線勝どきシールドトンネル）地下部

分を貸付けたことにより収入したもの（１６億３，７５５万余円）である。 

 

（表７）一般会計補助金の内訳比較表                （単位：千円） 

区    分 平成２２年度 平成２１年度 増（△）減 

業務指導監督等事業費 1,679,669 1,568,087 111,582

 管理費 1,545,797 1,437,381 108,416

人件費・通勤手当等 1,433,331 1,316,465 116,866
 

一般事務費等 112,466 120,916 △ 8,450

業務費 105,135 105,666 △   531
 

減価償却費等 28,737 25,040 3,697

生鮮食料品流通対策費 182,814 40,813 142,001

企業債利息等 1,299 1,392 △     93

合     計 1,863,782 1,610,292 253,490

  （注） 一般会計補助金は、公正取引の実現等を目的とした業務や生鮮食料の安定供給等の 

消費者行政を内容とした事業など行政的経費に対して、一般会計より補助するもので 

ある。 
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（２）費用について 

費用は、表８のとおり、総費用１７８億６，７９１万余円であり、その内訳は、営業費用 

１５２億１，０７１万余円、営業外費用５億７，３５０万余円、特別損失２０億８，３６８万

余円である。 

 

（表８）費用比較表                        （単位：千円、％） 

平成２２年度 平成２１年度 増（△）減 年 度 

 

科 目 
金  額 

(A) 
構成比

金  額 

(B) 
構成比 

金額 

(C)=(A)-(B) 
率 

(C)/(B)×100

総 費 用 17,867,913 100 15,955,127 100 1,912,786 12.0

営 業 費 用 15,210,716 85.1 15,489,081 97.1 △278,364 △  1.8

管 理 費 10,059,881 56.3 10,049,313 63.0 10,568 0.1

給与関係費 3,819,805 21.4 3,789,912 23.8 29,893        0.8

物 件 費 5,296,550 29.6 5,245,014 32.9 51,536 1.0

修 繕 費 673,921 3.8 723,331 4.5 △ 49,409 △  6.8
 

補 助 費 269,602 1.5 291,054 1.8 △ 21,451 △  7.4

業 務 費 110,339 0.6 112,527 0.7 △  2,187 △  1.9

減 価 償 却 費 4,822,427 27.0 4,927,947 30.9 △105,519 △  2.1

 

資 産 減 耗 費 218,067 1.2 399,292 2.5 △181,225 △ 45.4

営 業 外 費 用 573,508 3.2 466,046 2.9 107,461 23.1

生 鮮 食 料 品 

流 通 対 策 費 
188,943 1.1 49,086 0.3 139,856 284.9

支払利息及び 

企業債取扱諸費 
356,086 2.0 404,209 2.5 △ 48,122 △ 11.9

繰延勘定償却 4,710 0.0 4,968 0.0 △    258 △  5.2

 

雑 支 出 23,768 0.1 7,782 0.0 15,986 205.4

特 別 損 失 2,083,689 11.7 0 0 2,083,689  －

 

 特 別 損 失 2,083,689 11.7 0 0 2,083,689  －

 

営業費用は、１５２億１，０７１万余円であり、前年度（１５４億８，９０８万余円）と比

較して、２億７，８３６万余円（１．８％）減少している。これは主に、資産減耗費が１億８，

１２２万余円減少したことによるものである。 

営業外費用は、５億７，３５０万余円であり、前年度（４億６，６０４万余円）と比較して、

１億７４６万余円(２３．１％）増加している。これは主に、地方卸売市場の施設整備に対す

る補助金が増加したことなどにより、生鮮食料品流通対策費が１億３，９８５万余円増加した

ことによるものである。 

特別損失は、築地市場の再整備事業に係る経費を建設仮勘定から除却したもの（１６億５，

５６９万余円）、大田市場及び旧松原分場の固定資産を除却したもの（４億２，７９９万余

円）である。 

なお、給与費、職員数等については表９のとおりとなっている。 
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（表９）給与費明細表                    （単位：千円） 

 平成２２年度 平成２１年度 増（△）減 

給 料 1,464,920 1,516,720 △  51,800 

手 当 1,234,854 1,271,941 △  37,086 

法 定 福 利 費 517,908 484,866 33,041 

計 3,217,683          3,273,528  △  55,845 

職 員 数           ３６４人           ３７０人 △    ６人 

平 均 年 齢        ４７歳１月         ４７歳３月  △  ２月 

職員１人当たり

給 与 費
        7,384 千円         7,560 千円  △176 千円 

（注）１  職員数及び平均年齢は、年度末現在である。 

２  職員１人当たり給与費は、（給料＋手当）÷月当たり平均職員数である。 

 

事業の収益性を示す経営比率は、表１０のとおりであり、純損益の推移は、表１１のとおり

である。 

 

（表１０）経営比率表                          （単位：％） 

年度 

項目 
平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 算 式 

経 営 資 本 

営業利益率 
△  0.3 △  0.3 △  0.4 △   0.3   △   0.2 

営業利益

経営資本

営 業 収 益 

営業利益率 
△ 10.6 △  10.1 △ 13.5 △  10.1 △   9.2 

営業利益

営業収益

総 費 用 対 

総収益比率 
98.9 121.0 87.1 83.6 74.6 

総 費 用

総 収 益

    （注）  経営資本＝総資本－（建設仮勘定＋投資） 

 

 

（表１１）純損益の推移                      （単位：百万円） 

年度 

区分 
平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度

営業損（△）益 △ 1,508 △ 1,442 △ 1,911    △ 1,419    △ 1,285 

経常損（△）益 208 185 848 757 762

純 損（△）益  208 △3,805 2,486 3,133 6,075
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３ 財政状態について 

（１）資本的収支について 

資本取引に係る資金の動きを示す資本的収支の状況は、表１２のとおりである。 

当年度における資本的収入は、７１２億４５８万余円であり、前年度（１１億５２１万余

円）と比較して、７００億９，９３６万余円増加している。これは、企業債収入が６００億円、

その他資本収入が１０３億７，０６１万余円増加したことなどによるものである。 

その他資本収入の増加は、豊洲新市場用地の土壌汚染対策費用の一部等を東京瓦斯株式会社

等から受け入れたことによるものである。 

資本的支出は、１，２１３億３，２７３万余円であり、前年度（７２億６，００５万余円）

と比較して、１，１４０億７，２６８万余円増加している。これは主に、豊洲新市場用地の取

得に係る公有財産購入費が１，１４４億８，７３３万余円増加したため、建設改良費が１，１

２６億１，５３０万余円増加したことによるものである。 

資金収支の状況は、表１３のとおり、差引額は、５２０億５，００５万余円の財源不足とな

っている。これに損益勘定留保資金等を補てんした結果、３８７億１，２６５万余円の資金不

足となっている。 

なお、当年度末における資金残高は、表１４のとおりである。 

 

（表１２）資本的収支比較表                   （単位：千円） 

項    目 平成２２年度 平成２１年度 増（△）減 

資本的収入 71,204,581 1,105,213  70,099,367

企業債収入 60,000,000 0 60,000,000

国庫補助金収入 68,793 340,039 △   271,245 

その他資本収入 11,135,787 765,174 10,370,613

資本的支出 121,332,734 7,260,052 114,072,681

建設改良費 118,305,088 5,689,778 112,615,309
 

企業債償還金 3,027,646 1,570,273 1,457,372

資本的収支 △50,128,153 △ 6,154,838 △43,973,314
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（表１３）資金収支表                         （単位：千円） 

支       出 収       入 

項      目 金  額 項      目 金  額 

資本的支出      (Ａ) 121,332,734 資本的収入      (Ｂ) 71,204,581

翌年度繰越工事資金  (Ｃ) 3,680,857 前年度繰越工事資金  (Ｄ) 1,758,954

計 (Ｅ)＝(Ａ)＋(Ｃ) 125,013,591 計 (Ｆ)＝(Ｂ)＋(Ｄ) 72,963,535

 
資本的収支不足額 

(Ｇ)＝(Ｅ)－(Ｆ) 
52,050,056

 （補てん財源内訳） 

 当期純利益 

損益勘定留保資金 

（減価償却費） 

（固定資産除却費等） 

（企業債発行差金償却） 

消費税資本的収支調整額 

6,075,625

7,107,041

4,822,427

2,279,904

4,710

154,734

 計    (Ｈ) 13,337,402

収益的収支資金余剰額 

(Ｉ)＝(Ｈ) 
13,337,402  

 当年度資金不足額 

(Ｊ)＝(Ｇ)－(Ｉ) 
38,712,653

合 計       (Ｅ)  125,013,591 合 計  (Ｆ)＋(Ｈ)＋(Ｊ) 125,013,591

 

（表１４）年度末資金残高表                      （単位：千円） 

区     分 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

流動資産（Ａ） 208,131,393 170,959,989 168,505,251 169,911,767 189,422,223

流動負債（Ｂ） 4,405,369 5,578,114 5,171,859 4,002,235 60,241,460

年度末資金残高

（Ａ－Ｂ） 
203,726,024 165,381,875 163,333,392 165,909,531 129,180,763

 

（２）資産及び負債・資本について 

当年度末の資産及び負債・資本の状況は、別表２比較貸借対照表のとおりである。 

資産総額は、７，２７７億４，８８０万余円であり、前年度（５，９８５億４２６万余円）

と比較して、１，２９２億４，４５４万余円（２１．６％）増加している。これは主に、有形

固定資産が１，０９７億４，１６５万余円増加したことによるものである。 

負債総額は、６０４億４，０５３万余円であり、前年度（４１億３，９３３万余円）と比較

して、５６３億１２０万余円増加している。これは主に、未払金が５６１億９，０８１万余円

増加したことによるものである。 

資本総額は、６，６７３億８２７万余円であり、前年度（５，９４３億６，４９２万余円）



 - 11 -

と比較して、７２９億４，３３４万余円増加している。これは主に、企業債が５６９億７，２

３５万余円、その他資本剰余金が１０３億７９５万余円増加したことによるものである。 

次に、当年度における企業債及び支払利息等の状況は、表１５のとおりである。 

企業債の未償還残高は、１，０７８億３，２７７万余円であり、前年度（５０８億６，０４

２万余円）と比較して、５６９億７，２３５万余円増加している。 

また、支払利息等は、８億９，５５１万余円であり、前年度（９億４，５９３万余円）と比

較して、５，０４１万余円減少している。 

 

（表１５）企業債及び支払利息等の状況                 （単位：千円） 

平成２２年度 
区   分 

平成２２年度

末残高  (A) 増 加 減 少 

平成２１年度

末残高 (B) 

増(△)減 

(A)-(B) 

企 業 債 107,832,774 60,000,000 3,027,646 50,860,420 56,972,353

区   分 平成２２年度支払額 (C) 平成２１年度支払額 (D) 
増(△)減 

(C)-(D) 

企業債利息 894,704 945,143 △    50,439

企業債取扱

諸   費
813 793 19

支

払 

利

息

等 

計 895,518 945,937 △    50,419

     

 

以上の財政状態を財務比率の推移で見ると、表１６のとおりである。 

 

（表１６）財務比率の推移                        （単位：％） 

年度 

項目 
平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 算 式 

流 動 比 率 4,724.5 3,064.8 3,258.1 4,245.4 314.4
流動資産

流動負債

自 己 資 本 

構 成 比 率 
84.7 89.6 90.3 90.8 76.9

自己資本

総 資 本

固 定 長 期 

適 合 率 
67.9 72.2 72.4 72.1 80.7

固定資産

長期資本

（注）１ 自己資本＝自己資本金＋剰余金 

２ 長期資本＝資本金＋剰余金 
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４ 建設改良事業について 

中央卸売市場では、平成１７年１１月に第８次東京都卸売市場整備計画（計画期間：平成１７

年度～平成２２年度）を策定し、各市場の整備を行っている。 

平成２２年度における建設改良事業の執行状況は、表１７のとおり、予算額１，３６１億６，

３３０万余円に対し、執行額は１，１８３億５０８万余円で、執行率は８６．９％となっている。 

 

（表１７）建設改良事業執行状況                （単位：千円、％） 

 
予算額 

(A) 

執行額 

(B) 

執行率 

(B)/(A)

翌年度への 

繰越額 (C) 

不用額 

(A)-(B)-(C)

建設改良事業 136,163,307 118,305,088 86.9 3,680,857 14,177,361

施設拡張事業 133,265,871 117,420,510 88.1 3,272,120 12,573,240

施設改良事業 1,086,104 342,614 31.5 408,737 334,752

資産購入費  7,800 2,508 32.2 0 5,291

 

建 設 利 息  1,803,532 539,454 29.9 0 1,264,077

 

（１）施設拡張事業について 

施設拡張事業は、予算額１，３３２億６，５８７万余円に対し、執行額は１，１７４億２，

０５１万余円であり、執行率は８８．１％となっている。 

執行した事業の主なものは、豊洲新市場用地の取得（１，１４４億８，７３３万余円）、豊

洲新市場予定地の汚染物質処理に関する適用実験委託他１２件（１０億９４２万余円）、豊洲

地区内道路（都市計画道路補助３１５号線）の高架化事業に係る負担金（４億７，９２３万余

円）、食肉市場の市場棟増改修空調換気設備工事他１０件（３億５，９９０万余円）である。 

また、豊洲新市場用地の一部の取得手続きに日時を要したことなどにより、３２億７，２１

２万円を翌年度へ繰り越している。 

 

（２）施設改良事業について 

施設改良事業は、予算額１０億８，６１０万余円に対し、執行額は３億４，２６１万余円で

あり、執行率は３１．５％となっている。 

その主なものは、大田市場の事務棟空調設備改良工事他６件（１億５，７４９万余円）、築

地市場の除塵機改良工事他３件（５，０６４万余円）である。 

また、大田市場の事務棟空調制御設備改良工事の工期を延長したことなどにより、４億８７

３万余円を翌年度へ繰り越している。 



（別表１）比較損益計算書
（単位：円、％）

平成２２年度 平成２１年度
金     額 金     額 金     額 率

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ)＝(Ａ)－(Ｂ) (C)/(B)×100

13,925,412,615      14,069,618,558      144,205,943  △     1.0  △    

売 上 高 割 使 用 料 3,024,524,679       2,944,700,357       79,824,322          2.7        

施 設 使 用 料 8,033,920,852       8,095,035,746       61,114,894  △      0.8  △    

雑 収 益 2,866,967,084       3,029,882,455       162,915,371  △     5.4  △    

15,210,716,564      15,489,081,091      278,364,527  △     1.8  △    

管 理 費 10,059,881,462      10,049,313,177      10,568,285          0.1        

業 務 費 110,339,926         112,527,830         2,187,904  △       1.9  △    

減 価 償 却 費 4,822,427,880       4,927,947,516       105,519,636  △     2.1  △    

資 産 減 耗 費 218,067,296         399,292,568         181,225,272  △     45.4  △   

1,285,303,949       1,419,462,533       134,158,584  △     9.5  △    

2,620,862,147       2,642,614,076       21,751,929  △      0.8  △    

受 取 利 息 及 び
配 当 金

457,326,135         806,682,962         349,356,827  △     43.3  △   

一 般 会 計 補 助 金 1,863,782,000       1,610,292,000       253,490,000         15.7       

雑 収 益 299,754,012         225,639,114         74,114,898          32.8       

573,508,262         466,046,655         107,461,607         23.1       

生 鮮 食 料 品
流 通 対 策 費

188,943,169         49,086,317          139,856,852         284.9      

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

356,086,592         404,209,266         48,122,674  △      11.9  △   

繰 延 勘 定 償 却 4,710,040           4,968,840           258,800  △         5.2  △    

雑 支 出 23,768,461          7,782,232           15,986,229          205.4      

762,049,936         757,104,888         4,945,048           0.7        

7,397,264,613       2,376,504,865       5,020,759,748       211.3      

特 別 利 益 7,397,264,613       2,376,504,865       5,020,759,748       211.3      

2,083,689,081       0                   2,083,689,081       －

特 別 損 失 2,083,689,081       0                   2,083,689,081       －

6,075,625,468       3,133,609,753       2,942,015,715       93.9       

12,907,024,739      16,040,634,492      3,133,609,753  △   19.5  △   

6,831,399,271       12,907,024,739      6,075,625,468  △   47.1  △   

増（△）減
科　　目

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 損 失

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

当年度未処理欠損金

特 別 損 失

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 欠 損 金
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（別表２）比較貸借対照表
（単位：円、％）

金     額 金     額 金     額 率
(Ａ) (Ｂ) (Ｃ)＝(Ａ)－(Ｂ) (C)/(B)×100

538,312,275,435   74.0 428,573,474,145   71.6 109,738,801,290       25.6         

537,981,086,316   73.9 428,239,430,842   71.6 109,741,655,474       25.6         

土 地 188,071,257,537   25.8 188,887,217,909   31.6 815,960,372  △       0.4  △      

立 木 722,756,553       0.1 722,731,184       0.1 25,369                0.0          

建 物 119,846,667,562   16.5 122,999,942,737   20.6 3,153,275,175  △     2.6  △      

構 築 物 16,924,580,340    2.3 17,282,456,980    2.9 357,876,640  △       2.1  △      

機 械 及 び 装 置 21,859,486,967    3.0 22,820,108,033    3.8 960,621,066  △       4.2  △      

車 両 運 搬 具 4,072,828         0.0 4,431,593         0.0 358,765  △           8.1  △      

工具器具及び備品 52,844,014        0.0 56,670,373        0.0 3,826,359  △         6.8  △      

建 設 仮 勘 定 190,499,420,515   26.2 75,465,872,033    12.6 115,033,548,482       152.4        

7,410,319         0.0 8,388,903         0.0 978,584  △           11.7  △     

施 設 利 用 権 910,248           0.0 1,888,832         0.0 978,584  △           51.8  △     

電 話 加 入 権 6,500,071         0.0 6,500,071         0.0 0                     0

323,778,800       0.0 325,654,400       0.1 1,875,600  △         0.6  △      

投 資 有 価 証 券 300,000,000       0.0 300,000,000       0.1 0                     0

出 資 金 6,000,000         0.0 6,000,000         0.0 0                     0

貸 付 金 17,778,800        0.0 19,654,400        0.0 1,875,600  △         9.5  △      

189,422,223,486   26.0 169,911,767,013   28.4 19,510,456,473        11.5         

176,158,594,116   24.2 169,051,508,036   28.2 7,107,086,080         4.2          

預 金 176,158,594,116   24.2 169,051,508,036   28.2 7,107,086,080         4.2          

12,940,247,370    1.8 358,713,607       0.1 12,581,533,763        －

営 業 未 収 金 99,132,742        0.0 103,904,405       0.0 4,771,663  △         4.6  △      

営 業 外 未 収 金 315,945,453       0.0 248,570,881       0.0 67,374,572            27.1         

そ の 他 未 収 金 12,525,169,175    1.7 6,238,321         0.0 12,518,930,854        －

0                 0 1,244,370         0.0 1,244,370  △         △ 100

そ の 他 貯 蔵 品 0                 0 1,244,370         0.0 1,244,370  △         △ 100

303,382,000       0.0 478,101,000       0.1 174,719,000  △       36.5  △     

前 払 金 303,382,000       0.0 478,101,000       0.1 174,719,000  △       36.5  △     

20,000,000        0.0 22,200,000        0.0 2,200,000  △         9.9  △      

保 管 有 価 証 券 20,000,000        0.0 22,200,000        0.0 2,200,000  △         9.9  △      

14,310,100        0.0 19,020,140        0.0 4,710,040  △         24.8  △     

14,310,100        0.0 19,020,140        0.0 4,710,040  △         24.8  △     

727,748,809,021   100 598,504,261,298   100 129,244,547,723       21.6         

企 業 債 発 行 差 金

（注）有形固定資産の減価償却累計額は、平成２２年度90,329,147,950円、平成２１年度86,245,888,785円である。

資 産 合 計

科　　目
増（△）減平成２２年度 平成２１年度

構成比 構成比

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投 資

流 動 資 産

そ の 他 流 動 資 産

繰 延 勘 定

現 金 及 び 預 金

未 収 金

貯 蔵 品

前 払 金
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（別表２）比較貸借対照表
（単位：円、％）

金     額 金     額 金     額 率
(Ａ) (Ｂ) (Ｃ)＝(Ａ)－(Ｂ) (C)/(B)×100

199,078,248       0.0 137,095,608       0.0 61,982,640          45.2       

199,078,248       0.0 137,095,608       0.0 61,982,640          45.2       

預 り 保 証 金 199,078,248       0.0 137,095,608       0.0 61,982,640          45.2       

60,241,460,429    8.3 4,002,235,879     0.7 56,239,224,550      －

58,876,887,636    8.1 2,686,072,114     0.4 56,190,815,522      －

営 業 未 払 金 1,385,159,273     0.2 1,356,181,871     0.2 28,977,402          2.1        

営 業 外 未 払 金 148,507,783       0.0 22,635,035        0.0 125,872,748         556.1      

建設改良費未払金 57,343,176,976    7.9 1,306,827,911     0.2 56,036,349,065      －

そ の 他 未 払 金 43,604            0.0 427,297           0.0 383,693  △         89.8  △   

119,661,800       0.0 54,386,100        0.0 65,275,700          120.0      

未 払 消 費 税 119,661,800       0.0 54,386,100        0.0 65,275,700          120.0      

7,606,097         0.0 15,221,565        0.0 7,615,468  △       50.0  △   

営 業 前 受 金 121,705           0.0 121,705           0.0 0                   0

営 業 外 前 受 金 7,484,392         0.0 15,099,860        0.0 7,615,468  △       50.4  △   

1,237,304,896     0.2 1,246,556,100     0.2 9,251,204  △       0.7  △    

預 り 保 証 金 1,237,304,896     0.2 1,246,556,100     0.2 9,251,204  △       0.7  △    

60,440,538,677    8.3 4,139,331,487     0.7 56,301,207,190      －

510,500,819,694   70.1 405,764,857,780   67.8 104,735,961,914     25.8       

402,668,044,967   55.3 354,904,436,968   59.3 47,763,607,999      13.5       

固 有 資 本 金 2,180,981,776     0.3 2,180,981,776     0.4 0                   0

繰 入 資 本 金 24,922,254,586    3.4 24,922,254,586    4.2 0                   0

組 入 資 本 金 375,564,808,605   51.6 327,801,200,606   54.8 47,763,607,999      14.6       

107,832,774,727   14.8 50,860,420,812    8.5 56,972,353,915      112.0      

企 業 債 107,832,774,727   14.8 50,860,420,812    8.5 56,972,353,915      112.0      

156,807,450,650   21.5 188,600,072,031   31.5 31,792,621,381  △  16.9  △   

57,079,465,116    7.8 47,184,103,966    7.9 9,895,361,150       21.0       

受 贈 財 産 評 価 額 5,581,572,688     0.8 5,535,120,398     0.9 46,452,290          0.8        

国 庫 補 助 金 41,173,080,778    5.7 41,642,123,568    7.0 469,042,790  △     1.1  △    

補 償 金 9,999,150         0.0 0                 0 9,999,150           －

その他資本剰余金 10,314,812,500    1.4 6,860,000         0.0 10,307,952,500      －

99,727,985,534    13.7 141,415,968,065   23.6 41,687,982,531  △  29.5  △   

建 設 改 良 積 立 金 102,716,634,665   14.1 150,480,242,664   25.1 47,763,607,999  △  31.7  △   

貸 付 資 金 積 立 金 3,842,750,140     0.5 3,842,750,140     0.6 0                   0

当 年 度 未 処 理
欠 損 金

6,831,399,271     0.9 12,907,024,739    2.2 6,075,625,468  △   47.1  △   

667,308,270,344   91.7 594,364,929,811   99.3 72,943,340,533      12.3       

727,748,809,021   100 598,504,261,298   100 129,244,547,723     21.6       

固 定 負 債

そ の 他 固 定 負 債

前 受 金

資 本 金

負 債 合 計

流 動 負 債

未 払 金

預 り 金

未 払 消 費 税

科　　目
増（△）減平成２２年度 平成２１年度

構成比 構成比

負 債 資 本 合 計

自 己 資 本 金

借 入 資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

資 本 合 計

利 益 剰 余 金
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